
 

（様式１－３） 

福島県（双葉町）帰還・移住等環境整備事業計画 帰還・移住等環境整備事業等個票 

令和４年５月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. ２ 事業名 尿による内部被ばく検査事業 事業番号 (3)-23-2 

交付団体 双葉町 事業実施主体（直接/間接） 双葉町（直接） 

総交付対象事業費 （62,758千円） 

65,530千円 

全体事業費 （65,530千円） 

帰還・移住等環境整備に関する目標 

 双葉町復興まちづくり計画において住民の帰還に向けた様々な取り組みがなされているが、避難指示が解除されて

いないという現状では、住民の方は大変厳しい避難生活を強いられている。今後も長期化による健康への不安、特に

若年層の放射線に関する不安、さらには双葉町内への帰還等による放射線の健康影響が何よりも懸念されるところで

ある。このため、町民の内部被ばく検査を継続的に実施し、放射線の健康影響に対する不安を払しょくし、避難生活を

安全・安心して送れるとともに、やがて帰還促進の意向を加速化するものである。 

事業概要 

 すべての町民を対象に尿による内部被ばく検査を実施する。特に県内に避難している町民は、食品に含まれている

かもしれない放射性物質を知らずに接種することによる健康被害に多少の不安を持っている。そのため、継続的な尿

検査を行うことによりその不安を払拭することとする。 

 なお、当該事業は平成24年度から実施し、町民及び町が毎年経過観察を行っている。 

当面の事業概要 

＜令和４年度＞ 

対象者：全町民（尿2000ml・500ml オムツ1kg） 

全町民へ検査希望案内送付 → 希望者へ採尿キット送付 → 検体送付 → 検査結果通知（町・受診者） 

 

＜令和５年度＞ 

令和４年度と同様に実施予定 

 

地域の帰還・移住等環境整備との関係 

 日常、生活する上で被ばくのリスクは常に意識しているものの、知らない内に体内に入っていることもあるので、

検査を行うことにより体調管理に努めていただき、今後町内立入、事業の再開、防犯対策など住民がこれら取組を実

施することで帰還の促進を図る。 

関連する事業の概要 

 

 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 



 

（様式１－３） 

福島県（双葉町）帰還・移住等環境整備事業計画 帰還・移住等環境整備事業等個票 

令和４年５月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO.  事業名 自家消費野菜等放射能検査事業 事業番号 (3)-23-5 

交付団体 双葉町 事業実施主体（直接/間接） 双葉町（直接） 

総交付対象事業費 (9,625) 

10,473（千円） 

全体事業費     (9,625) 

10,473（千円） 

帰還・移住等環境整備に関する目標 

 双葉町においては、帰還困難区域内の特定復興再生拠点について、令和４年度 6 月頃(春頃)を目標に避難指示が解

除されるように整備が進められるところである。 

 一方、避難されている町民の方々は未だ放射線に関する不安が懸念されるところである。 

 このため、食品摂取の観点から、町民の検査依頼により、自家消費野菜等の放射能検査を行うことで、避難生活や町

に帰還してからの生活でも安全・安心して送れるとともに、帰還促進の意向を加速化するものである。 

事業概要 

 福島県内３か所に設置してある食品放射能簡易測定システムを使用し、自家消費野菜等の放射能検査を行う。 

 当初、県内 2か所に設置してある放射能測定機器設３基のうちの 1基(郡山支所に設置の 2基のうちの 1基)を双葉

町仮庁舎が開設できた時点で移設し、双葉町内においても自家消費野菜等放射能検査を行う。 

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載してください 

当面の事業概要 

＜令和４年度＞ 

 双葉町仮庁舎及びいわき事務所、郡山支所に配置する検査機器の点検 3台 

 郡山支所に配置している２台のうちの１台を双葉町仮庁舎へ移設する。 

＜令和５年度＞ 

 双葉町仮庁舎に設置した検査機器の修繕 1台 

 双葉町仮庁舎及びいわき事務所、郡山支所に配置する検査機器の点検を実施 3台 

 

地域の帰還・移住等環境整備との関係 

 未だに福島県産の野菜等の風評が根強いため、希望する町民向けに、県内産の野菜等の検査を通じ、安全・安心を確

保することにより帰還の促進を図る。 

 

関連する事業の概要 

 

 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 


